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令和４年度９月補正予算案の概要 

 

 

一 総  括 

 

（一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

9月補正 

予算額 

9月現計 

予算額 

（A） 

令和 3年度 

9月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

571,651,976 

 

34,889,198 

 

606,541,174 

 

586,437,134 

 

103.4 

 

 
二 新型コロナウイルス感染症に対応した緊急対策 

 
 
１ 感染拡大防止と医療提供体制の整備 

 

  ○ 新型コロナウイルス感染症患者受入支援事業費補助金      5,826,000千円  

      感染症患者等の受入体制を確保するため、病床確保に要する経費に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

      補 助 先  県の病床確保計画等に基づき病床を確保した医療機関 

      補 助 率  10/10 
      既定予算額  13,000,000 

      補 正 額   5,826,000 

        計    18,826,000 

  

  ○ 感染症措置費                        2,192,000千円  

      感染症患者の入院医療費を負担する。 

     （財源：感染症予防事業費等国庫負担金） 

      既定予算額    244,138 

      補 正 額  2,192,000 

        計    2,436,138 
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  ○ 自宅療養体制確保事業費                   11,758,162千円  

      感染拡大時においても適切な医療を提供するため、自宅療養体制を確保する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

       1 宿泊療養施設等退所後ケア事業費               328,162      

        事 業 内 容  食品・衛生用品の提供等 

        既定予算額  593,374 

        補 正 額  328,162 

          計    921,536 

       2 ホームケア事業費                     4,474,000      

        事 業 内 容  健康観察の実施 食品・衛生用品の提供等 

        既定予算額   6,359,934 

        補 正 額   4,474,000 

          計    10,833,934 

       3 ○新健康フォローアップセンター設置費            6,956,000      

        事 業 内 容  抗原検査キットの配付 陽性者の登録 容体悪化時の受診相談等 

 

  ○ 新型コロナウイルス検査事業費                6,004,000千円  

      感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、検査体制を強化する。 

     （財源：感染症予防事業費等国庫負担金等） 

      事 業 内 容  医療機関等における検査費用の一部負担 

             無症状の濃厚接触者及び接触者の検査費用の負担 

             高齢者・障害者入所施設等の職員に対する検査費用の負担 

             高齢者・障害者施設への抗原検査キットの配付 

             ○新保育所・幼稚園等への抗原検査キットの配付 

      既定予算額   4,530,777 

      補 正 額   6,004,000 

        計    10,534,777 

   

  ○ ワクチン追加接種促進事業費                  242,492千円  

      オミクロン株に対応したワクチン等の接種を促進するための取り組みを行う。  

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

      事 業 内 容  大規模接種センターの設置 Ｗｅｂ広告等による情報発信  

      既定予算額   7,000 

      補 正 額  242,492 

        計    249,492 
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  ○ ワクチン接種促進事業費補助金                  390,000千円  

      医療機関が行うワクチン接種を促進するための取り組みに対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金） 

       1 個別接種事業費補助金                    387,000      

      (1)接種医療機関支援事業費補助金                      

         1日に50回以上の接種を行う医療機関に対し助成する。 

      (2)病院支援事業費補助金                          

         通常診療とは別に、接種のための特別な体制を確保した病院に対し助成する。 

      (3)診療所支援事業費補助金                        

         週に100回以上の接種を指定期間に4週以上行う診療所に対し助成する。 

        既定予算額  420,000 

        補 正 額  387,000 

          計    807,000 

       2 集団接種医療従事者派遣事業費補助金              3,000      

        時間外・休日において集団接種会場へ医師等を派遣する医療機関に対し助成する。 

        既定予算額  60,000 

        補 正 額   3,000 

          計    63,000 

 

  ○ 新型コロナウイルスワクチン接種相談窓口設置事業費       37,536千円  

      新型コロナウイルスワクチン接種に係る専門的な相談への対応を行うため、電話相談窓  

     口を設置する。  

     （財源：新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金） 

      既定予算額  55,909 

      補 正 額  37,536 

        計    93,445 

 

  ○ 新型コロナウイルスワクチン接種記録システム登録支援事業費   49,500千円  

      ワクチン接種の円滑化を図るため、医療機関が行うワクチン接種記録システムへの登録  

     を支援する。 

     （財源：新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金） 

      既定予算額   55,100 

      補 正 額   49,500 

        計    104,600 

 

  ○ ○新衛生物資等備蓄体制高度化事業費                19,921千円  

      感染拡大時や大規模災害時に必要な物資を迅速かつ安定的に供給するため、民間物流倉  

     庫を活用した新たな備蓄体制を構築する。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）  

      事 業 内 容  衛生物資・防災対策物資の保管、管理及び輸送 

      備 蓄 場 所  山梨中央ロジパーク(中央市) 
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  ○ ○新感染管理認定看護師教育課程受講促進事業費補助金        1,050千円  

      感染管理認定看護師を養成するため、医療機関が行う県立大学への研修派遣に要する経  

     費に対し助成する。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）  

       1 受講促進事業費補助金                     1,050      

        補助対象  5年度入学金 

        補 助 率  10/10 

        補 助 額  1人当たり75,000円 

       2 受講促進事業費補助金(債務負担行為) 

        期  間  4～5年度 

        限 度 額  28,000 

        補助対象  受講料 県外研修旅費 

        支給要件  県内の医療機関に一定期間勤務すること等 

        補 助 率  10/10 

        補 助 額  1人当たり2,000,000円上限 

  

  ○ 介護サービス継続支援事業費                  129,054千円  

      感染症発生時のサービス提供を継続するため、施設の消毒や人員確保等の支援を行う。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金等）  

      事 業 内 容  感染防止対策物品購入等に要する経費の助成 

              ○新介護保険施設等への看護職員の派遣 

      既定予算額   36,695 

      補 正 額  129,054 

         計    165,749 

  

  ○ ○新訪問介護サービス継続提供支援事業費             34,182千円  

      自宅で療養する軽症・無症状の要介護高齢者に継続して訪問介護を行う事業者を支援す  

     る。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

          事 業 内 容  陽性者への訪問介護サービスの提供に対する支援金の支給等 

 

  ○ ○新障害者支援施設感染対策環境整備事業費補助金         37,500千円  

      感染拡大防止と業務継続の両立を支援するため、社会福祉法人が行う通信環境整備に対  

     し助成する。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

         補 助 対 象  Wi-Fi環境の整備 ウェアラブル端末の導入等 

      補 助 率  3/4 

      補 助 額  1施設当たり7,500,000円上限 

 

  ○ 保健所即応体制整備事業費                   423,283千円  

      感染拡大時においても持続可能な体制を構築するための取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

      事 業 内 容  疫学調査の一部、検体搬送、患者移送の業務委託等 

      既定予算額  309,570 

      補 正 額  423,283 

        計    732,853 
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２ 県民生活に与える影響の最小化と新しい生活様式への対応 
 

  ○ 生活福祉資金貸付事業推進費補助金               130,579千円  

      低所得者、障害者等を経済的に支援するため、生活に必要な資金の貸付けを実施する県  

     社会福祉協議会に対し助成する。 

      （財源：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）  

      事 業 内 容  新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた緊急小口資金及び総合支援  

            資金の特例貸付 

      補 助 率  10/10 

      既定予算額  249,100 

      補 正 額  130,579 

        計    379,679 

  

  ○ 生活困窮者自立相談支援事業費                  4,613千円  

      生活困窮者の生活の安定と自立の促進を図るため、就労支援や生活支援等を行う。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）  

      既定予算額  25,285 

      補 正 額   4,613 

        計    29,898 

 

  ○ 新型コロナウイルス感染症対策休業助成金            171,704千円  

      休業した感染者、濃厚接触者のうち、公的な給付金等が支給されない者に対し、助成金  

     を交付する。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      既定予算額   85,679 

      補 正 額  171,704 

        計    257,383 

 

  ○ ○新ひきこもり支援職業体験モデル事業費              2,314千円  

      ひきこもり状態にある者の社会参加を支援するため、労働を体験する機会を提供する。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  キャリアコンサルタントによる職業適性の助言 

             インターンシップの実施等 
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  ○ ○新外国人地域交流支援モデル事業費                  509千円  

      多文化共生社会の実現に向けて、外国人が地域で安心して暮らし、活躍できる環境づく  

     りを推進する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

         1 地域交流活性化モデル事業費補助金                200      

         外国人住民の地域における交流を促進するための取り組みに対し助成する。 

          補 助 先  中央市国際交流協会 

          事業内容  モデル地域における交流会の開催 

          補 助 率  10/10 

         2 多文化ソーシャルワーカー育成事業費                309      

          異なる文化や生活環境に悩みや不安を抱える外国人を支援する人材を育成するため、

地域の保健師を対象としたモデル事業を実施する。 

             事業内容  外国人親子への伴走型支援に向けた研修会の開催 

  

  ○ ○新マイナンバーカード普及促進事業費              225,710千円  

      マイナンバーカードの普及促進を図るため、市町村と連携した取り組みを行う。  

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）  

      事 業 内 容  企業、団体、高校での出張申請サポート等の実施 広報ＰＲ活動 

  

  ○ ○新やまなしＳＤＧｓ発信事業費                  5,971千円  

      持続可能な社会の実現を目指すため、県民及び事業者に対しＳＤＧｓについての意識を  

     醸成する取り組みを行う。 

      （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  シンポジウムの開催 新聞広告の掲載  
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３ 県内経済の安定化・反転攻勢に向けた対策 
 

  ○ ○新ＤＸ強化推進事業費                       24,693千円  

      誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会の実現に向けた取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

         1 ＤＸマインド醸成事業費                    21,000      

        ＤＸによる業務の効率化や生活の利便性向上を図るため、県民や企業の意識を醸成  

       する取り組みを行う。 

      (1)研修事業費                       10,000          

          事業内容  オンライン基礎講座の実施 ワークショップの開催等 

         (2)研修事業費補助金                   11,000      

          補 助 先  中小企業者 商工団体等 

          補助対象  10人以上を対象に行う研修会開催費 

          補 助 率  2/3 

          補 助 額  1団体当たり200,000円上限 

         2 ＩＴリテラシー向上事業費                    3,693      

        デジタル機器等の利便性を実感できるよう、情報活用能力の向上に向けた取り組み  

       を行う。 

        事業内容  高齢者向けデジタルデバイス活用講座の番組制作 

  

  ○ ○新外国人材リクルート支援事業費                 4,884千円  

      外国人材の採用を目指す企業を支援するため、本県で働く魅力を発信する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  ＰＲ動画の制作等 

 

  ○ ○新副業・兼業人材活用支援事業費                 3,736千円  

      高度な知識や技術を有し、即戦力となる人材を確保するため、副業・兼業人材の活用を  

     促進する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  マッチング特設サイトの開設 成約手数料の割引 

 

  ○ ○新労使の共益関係の構築に向けた人材育成事業費          4,130千円  

      生産性向上と就労環境改善の好循環の実現に向けて、県内企業の人材育成・能力開発の  

     取り組みを推進する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

        事 業 内 容  経営者向け講演会の開催 社会人向け短期講座の試行 

 

  ○ ○新メディカル・デバイス・コリドー情報発信等強化事業費      8,809千円  

      医療機器分野における県内企業の取引拡大を加速化させるため、県外向けの情報発信等  

     を強化する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  県外メディアの取材誘致 マッチングイベントの開催等 
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  ○ 水素・燃料電池分野基幹産業化推進事業費            13,068千円  

      世界有数の研究開発拠点の形成と関連産業の基幹産業化を推進するための取り組みを行  

     う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  ○新受注拡大のための取引需要調査等 

      既定予算額  29,302 

      補 正 額  13,068 

        計    42,370 

  

  ○ ○新産業技術センターものづくり支援機能強化事業費        203,025千円  

      製造業の高付加価値化に向けた取り組みを支援するための設備を整備する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  3Ｄプリンタ、微量元素分析装置等の整備 

  

  ○ やまなしグリーン・ゾーン宿泊割・旅割事業費         2,476,145千円  

      感染拡大を防止しつつ、観光産業を支援するため、県内旅行を促進する取り組みを行う。 

     （財源：訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金） 

      事 業 内 容  認証宿泊施設が行う宿泊割引を支援 1人泊当たり8,000円上限 

             宿泊者に対し、県内で使用可能なクーポン券を付与 1人泊当たり3,000円  

            上限等 

  

  ○ ○新峡南地域観光振興事業費                    17,329千円  

      峡南地域の観光振興を図るため、地元自治体と連携した取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      01 戦略策定事業費                        4,494      

        峡南地域の一体的な観光振興に取り組むための戦略を策定する。 

       2 シェアサイクル整備事業費                  12,835      

        周遊観光のためのレンタル電動アシスト自転車を整備する。 

        設置場所  ＪＲ身延線主要駅(予定) 

  

  ○ やまなし教育旅行誘致推進事業費補助金             34,950千円  

      万全な感染症対策や豊かな自然環境等を有する本県の優位性を生かし、教育旅行の誘致  

     を推進する。  

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      補 助 対 象  グリーン・ゾーン認証宿泊施設等を利用する教育旅行 

      補 助 額  1人泊当たり3,000円 

  

  ○ 信玄公祭り甲州軍団出陣等事業費補助金             10,026千円  

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      補 助 先  公益社団法人やまなし観光推進機構 

      事 業 内 容  ○新出陣参加者等への抗原検査キットの配付 

      補 助 率  定額 

      既定予算額  39,032 

      補 正 額  10,026 

        計    49,058 
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  ○ 新たな価値を生み出す美術館ビジョン策定事業費         30,506千円  

      県立美術館において新たなビジョンの中核となるデジタル技術活用に向けた取り組みを  

     行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  ○新メタバースの構築 ○新デジタルアートの作成・展示等 

      既定予算額  22,072 

      補 正 額  30,506 

        計    52,578 

  

  ○ やまなしメディア芸術ＡＷＡＲＤ開催費              9,500千円  

      本県におけるメディア芸術活動及び誘客を促進するため、国内外から公募するメディア  

     芸術作品のコンテストを開催する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      開 催 時 期  5年3月(予定) 

      会 場 地  甲府市 

  

  ○ やまなし果樹産地施設等整備事業費補助金            42,525千円  

      果樹産地の生産基盤を維持するとともに、持続的な発展を図るため、共同施設の再編整  

     備に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

      補 助 先  甲州市 

      実 施 主 体  フルーツ山梨農業協同組合 

      事 業 内 容  選果レーンの整備 

      補 助 率  1/2 

      既定予算額  299,700 

      補 正 額   42,525 

        計    342,225 

  

  ○ ○新ジビエ供給拡大推進事業費                   3,060千円  

      捕獲したニホンジカの利活用を促進し、ジビエの供給力を強化するため、狩猟者による  

     処理施設への搬入に対し支援金を支給する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      支 給 額  狩 猟 者 1頭当たり8,000円 

             処理施設 1頭当たり1,000円 
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三 原油価格・物価高騰対策 

 

  ○ ○新省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金          1,386,000千円  

      原油価格等の高騰に直面する事業者のエネルギーコストの削減を推進するため、省エネ  

     ルギー設備、再生可能エネルギー発電設備の導入に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

        補 助 先  中小・小規模事業者 医療機関 社会福祉施設等 

        補 助 率  2/3 3/4(社会福祉施設) 

        補 助 額  省エネ設備 1事業所当たり3,000,000円上限(500,000円下限) 

             再エネ設備 1事業所当たり6,000,000円上限(3,000,000円下限) 

  

  ○ やまなし食のグリーン・ゾーン応援キャンペーン事業費     1,038,266千円  

      物価高騰により深刻な影響を受ける飲食店等を支援するため、プレミアム食事券等によ  

     るキャンペーンを実施する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      01 プレミアム食事券発行事業費                 709,506      

        販売・利用期間  11月上旬～5年1月31日 

        既 定 予 算 額  228,253 

        補 正 額  709,506 

           計     937,759 

       2 タクシー・運転代行利用券発行事業費             328,760      

        販売・利用期間  11月上旬～5年1月31日 

        既 定 予 算 額  105,591 

        補 正 額  328,760 

           計     434,351 

  

  ○ ○新県立学校給食等物価高騰対応事業費補助金             1,693千円  

      物価高騰による給食費の引き上げに伴う保護者等の急激な負担増を軽減する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

        補 助 先  学校給食会計管理者 

        補 助 対 象  給食費上昇分(ただし、上昇率が3％を超える場合に限る。) 

        補 助 率  1/2 
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四 その他主要事業 
 

  ○ ○新やまなしパラスポーツセンター(仮称)整備事業費         12,493千円  

      障害者がスポーツに参加しやすい環境づくりを推進するため、パラスポーツの拠点施設  

     として青少年センター体育館を改修する。 

     （財源：公共施設等適正管理推進事業債等） 

      事 業 内 容  実施設計 

  

  ○ 電子版かかりつけ連携手帳電子決済モデル推進事業費補助金     11,220千円  

      重度心身障害者医療費助成制度の受給者の窓口負担を軽減するとともに、適切な医療提  

     供を確保するため、電子版かかりつけ連携手帳を活用した電子決済システムのモデル事業  

     を実施する。 

      補 助 先  一般社団法人かかりつけ連携手帳推進協議会 

      補 助 率  10/10(県単) 

      既定予算額  26,439 

      補 正 額  11,220 

        計    37,659 

  

  ○ 障害者就労支援施設工賃向上推進事業費                          684千円  

      障害者の工賃向上を図るため、就労支援施設と企業とのマッチングや経営改善を支援す  

     る取り組みを行う。 

      事 業 内 容  ○新優良事例の表彰 

      既定予算額  12,311 

      補 正 額     684 

        計    12,995 

  

  ○ 地域医療介護総合確保基金積立金(医療)                     1,028,898千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業が機動的かつ円滑に実施できるよう、必要な財源を基金に確保する。 

     （財源：医療介護提供体制改革推進交付金） 

      既定予算額   758,478 

      補 正 額  1,028,898 

        計    1,787,376 
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  ○ 地域医療介護総合確保基金事業費(医療)                       25,533千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業を実施する。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

 

      Ⅰ 病床の機能分化・連携の推進                   4,525      

      1 地域医療構想推進設備整備事業費            4,525          

        回復期リハビリテーション機能や在宅患者の受入機能等の強化を図るため、医療機  

       関が行う設備整備に対し助成する。 

        補 助 先  公益社団法人山梨勤労者医療協会(甲府共立病院) 

                    ○新医療法人社団箭本外科整形外科医院(箭本外科整形外科医院) 

                ○新医療法人社団浩央会(東桂メディカルクリニック) 

        事業内容  リハビリ機器等の整備 

        補 助 率  1/2 

 

      Ⅱ 在宅医療の推進                                              18,046      

      1 ○新在宅歯科医療提供体制整備事業費            1,332          

        在宅歯科医療体制の充実を図るため、訪問歯科診療車の整備に対し助成する。 

        補 助 先  一般社団法人県歯科医師会 

        補 助 率  2/3                            

      2 ○新在宅医療アドバイザリー事業費            10,714          

        在宅医療を担う医療機関の増加を図るため、医療機関の実情に応じた運営ノウハウ  

       の習得等に向けた取り組みを行う。 

        事業内容  医療機関への専門家派遣 

      3 医療型短期入所事業所整備促進事業費           6,000          

        医療型短期入所サービスの地域偏在を解消するため、事業所を開設する医療機関等  

       が行う設備整備に対し助成する。 

        補 助 先  医療法人 

        事業内容  報酬請求システム等の整備 

        補 助 率  3/4 

        補 助 額  医 療 機 関 1件当たり4,500,000円上限 

              介護老人保健施設 1件当たり1,500,000円上限 

 

      Ⅲ 医療従事者確保                             2,962      

      1 歯科衛生専門学校施設等整備事業費               2,962          

        歯科衛生士の資質の向上を図るため、教育環境の充実に資する施設設備整備に対し  

       助成する。 

          補 助 先  一般社団法人県歯科医師会 

          事業内容  口腔内カメラ、Ｘ線防護衝立の整備等 

          補 助 率  2/3 

 

  ○ 愛宕山こどもの国再整備事業費                               97,100千円  

      愛宕山こどもの国を自然保育の拠点とするため、再整備を行う。 

     （財源：地域活性化事業債） 

      事 業 内 容  自由広場の改修 ○新少年自然の家の解体設計 

      既定予算額  336,673 

      補 正 額   97,100 

        計    433,773 
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  ○ ○新富士技術支援センターイノベーション支援棟整備事業費          42,879千円  

      繊維産業や機械電子産業の製品開発力の向上を支援するため、試験棟の再整備を行う。 

     （財源：地方創生拠点整備交付金等） 

        事 業 内 容  実施設計等 

  

  ○ ○新やまなし食品産業輸出強化促進事業費補助金                    79,130千円  

      県内食品産業の販路拡大を図るため、食品製造事業者が行う輸出のための設備整備に対  

     し助成する。 

     （財源：6次産業化市場規模拡大対策整備交付金） 

        補 助 先  株式会社塩山製作所外 

        事 業 内 容  ワイン貯蔵庫、空調設備の整備等 

        補 助 率  1/2 

 

  ○ ○新県1ＪＡ化推進支援事業費補助金                               2,393千円  

      県1ＪＡ化に向けた理解促進を図るための取り組みに対し助成する。 

        補 助 先  県農協中央会 

        事 業 内 容  リーフレットの作成 

        補 助 率  1/2(県単) 

 

  ○ ○新県産果実魅力発信事業費                                      15,000千円  

      県産果実の消費拡大や農業者の所得向上を図るため、国内外におけるブランド力を強化  

     する取り組みを行う。 

     （財源：地方創生推進交付金） 

      事 業 内 容  プロモーション動画の制作 Ｗｅｂ広告の掲載等 

 

  ○ やまなし産地生産基盤パワーアップ事業費補助金                  53,780千円  

      農産物の産地競争力の強化を図るため、高収益化や低コスト化に向けた取り組みに対し  

      助成する。 

     （財源：諸収入） 

        補 助 先  市町村 

        実 施 主 体  農業者 

        事 業 内 容  簡易雨よけ用資材等の導入 

        補 助 率  1/2 

        既定予算額  150,000 

        補 正 額   53,780 

          計    203,780 

 

  ○ ○新海外商標登録事業費                                           4,084千円  

      海外への販路開拓を図るとともに、他者による商標出願を防止するため、県オリジナル  

       魚「富士の介」の海外商標登録を行う。 
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  ○ やまなし未来農業応援事業費補助金                              8,000千円  

      農作物の盗難防止対策の強化を図るための取り組みに対し助成する。 

        補 助 先  農業者等 

        事 業 内 容  防犯機器の整備 

        補 助 率  1/2(県単) 

        既定予算額  40,000 

        補 正 額   8,000 

          計    48,000 

 

  ○ ゆずりはら青少年自然の里改修費                              59,708千円  

      青少年自然体験施設の有効活用を図るため、老朽化した施設を改修する。 

        事 業 内 容  浄化槽、空調設備等の改修 

        既定予算額   7,145 

        補 正 額  59,708 

          計    66,853 

 

  ○ 県有施設ＬＥＤ照明機器整備事業費                              24,343千円  

      2050年までの脱炭素化の実現に向け、県有施設のＣＯ₂排出量の削減及び県内の取り組  

     みを牽引するため、ＬＥＤ照明機器への更新を推進する。 

        事 業 内 容  照明機器構成等の調査 

        対 象 施 設  ○新教育施設(県立学校 総合教育センター 科学館等) 

                   ○新警察施設(警察署 交番 駐在所等) 

 

 


